
【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年10月24日

【中間会計期間】 第42期中（自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日）

【会社名】 株式会社　光彩工芸

【英訳名】 KOSAIKOGEI CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　深沢　栄二

【本店の所在の場所】 山梨県甲斐市竜地3049番地

【電話番号】 ０５５１－２８－４１８１（代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　執行役員　管理部　部長　　吉田　貴

【最寄りの連絡場所】 山梨県甲斐市竜地3049番地

【電話番号】 ０５５１－２８－４１８１（代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　執行役員　管理部　部長　　吉田　貴

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目４番９号）

EDINET提出書類

株式会社光彩工芸(E02439)

半期報告書

 1/37



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期

会計期間

自平成18年
２月１日
至平成18年
７月31日

自平成19年
２月１日
至平成19年
７月31日

自平成20年
２月１日
至平成20年
７月31日

自平成18年
２月１日
至平成19年
１月31日

自平成19年
２月１日
至平成20年
１月31日

売上高 （千円） 1,740,800 1,526,728 1,571,068 3,791,168 3,361,889

経常利益（△は損失） （千円） 51,558 △51,790 20,081 112,577 16,966

中間（当期）純損益

（△は損失）
（千円） 26,168 △69,261 14,779 60,617 △47,345

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 602,150 602,150 602,150 602,150 602,150

発行済株式総数 （株） 3,960,000 3,960,000 3,960,000 3,960,000 3,960,000

純資産額 （千円） 1,665,634 1,604,031 1,617,582 1,696,993 1,623,936

総資産額 （千円） 2,397,014 2,293,284 2,185,341 2,462,169 2,238,919

１株当たり純資産額 （円） 421.40 405.92 409.51 429.44 410.96

１株当たり中間（当期）

純損益（△は損失）
（円） 6.62 △17.53 3.74 15.34 △11.98

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － 6.00 5.00

自己資本比率 （％） 69.5 69.9 74.0 68.9 72.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 20,257 135,316 280,945 △22,505 311,264

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △72,812 △14,258 △13,576 △72,213 △40,408

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △47,779 △76,701 △35,312 △11,529 △197,991

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
（千円） 95,707 134,149 394,078 89,793 161,779

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
（人）

97

[116]

76

[104]

63

[91]

84

[123]

67

[98]

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、関係会社の状況に異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年７月31日現在

従業員数（人） 63(91)　

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  当中間会計期間におけるわが国の経済は、景気の減速傾向が顕著になってまいりました。消費者の生活防衛意識

の高まりは強く、ジュエリー業界におきましても消費マインド冷え込みの影響から依然として厳しい状況が続いて

おります。

  このような経営環境の中、当社ではＱｕａｌｉｔｙ（品質）×Ｑｕａｌｉａ（質感）をミッションとして掲げ、

顧客企業および一般消費者から高い信頼感を得ることと満足感を与えることをメインテーマとして、様々な施策に

取り組んでまいりました。

　財務面におきましては、営業活動におけるキャッシュフローを重視し健全な経営体制を向上させるため、棚卸資産

の圧縮、業務の効率化を進め、品質の向上に努めてまいりました。この結果、前期末との比較で棚卸資産が217百万円

圧縮されたほか、現金および現金同等物は期首から232百万円増加するなど、財務体質が強化され高い健全性を示し

ております。

　ジュエリー受注事業におきましては、マリッジ・エンゲージリングの販売が好調であり、ブライダル関係の売上高

は前年同期比で1.7倍強の実績となりました。既存顧客企業への販売が好調なことに加えて、新規顧客との取引を開

始できたことが要因となっております。

  ジュエリーパーツ事業におきましては、海外向け製品の販売が好調に推移しており、香港市場を中心として、前年

同期との比較で2.2倍強の実績となりました。一方、国内向け製品の売上高は市場の低迷から伸び悩みました。

　利益面につきましては、財務体質強化のため棚卸資産を大幅に圧縮したことが製造原価を押し上げる要因となっ

たものの、当社における第２四半期（５月から７月）は、ジュエリー業界における閑散期でありますが、業務の効率

化などによるコスト削減が進んだことから営業利益、経常利益ともに計画を上回りました。

　以上により、当中間会計期間のジュエリー受注事業の売上高は658百万円（前年同期比108.5％）、ジュエリーパー

ツ事業の売上高は880百万円（前年同期比99.2％）、その他の売上高は31百万円（前年同期比100.2％）、売上高の総

額は1,571百万円（前年同期比102.9％）となりました。また利益面につきましては、経常利益20百万円（前年同期は

経常損失51百万円）、中間純利益14百万円（前年同期は中間純損失69百万円）となり、前年同期との比較において

増収増益となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高に対して232百万円増加し、当

中間会計期間末残高は394百万円（前年同期134百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において営業活動の結果得た資金は280百万円（前年同期135百万円）となりました。これは主に、

棚卸資産の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は13百万円（前年同期14百万円）となりました。これは主

に、定期預金の預入によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は35百万円（前年同期76百万円）となりました。これは主

に借入金の返済や配当金の支払によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％）

ジュエリー

メンズ 10,640 189.6

リング 429,673 113.8

コイン枠、ペンダント 136,685 84.6

その他 92,237 102.4

小計 669,236 105.4

ジュエリー

パーツ

スクリューイヤリング 149,207 88.4

クリップイヤリング 267,201 85.4

ピアス 200,228 99.3

その他 262,237 130.3

小計 878,874 99.3

合計 1,548,110 101.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当中間会計期間の受注状況を示すと、次のとおりであります。

事業部門別 受注高（千円）
前年同期比
（％）

受注残高（千円）
前年同期比
（％）

ジュエリー

メンズ 10,995 203.2 5,693 312.5

リング 481,014 117.7 250,317 132.9

コイン枠、ペンダント 135,394 80.1 95,519 111.4

その他 77,251 90.1 34,495 117.4

合計 704,656 105.4 386,026 126.4

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．ジュエリーパーツにつきましては、大部分は過去の実績及び将来の予想による見込生産であるため、記載を

省略しております。
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(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を製品・商品別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当中間会計期間

（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前年同期比（％）

製品

ジュエリー

メンズ（千円） 10,253 183.2

リング（千円） 425,391 118.9

コイン枠、ペンダント（千円） 134,252 90.1

その他（千円） 88,752 93.6

計（千円） 658,649 108.5

ジュエリー

パーツ

スクリューイヤリング（千円） 145,541 96.6

クリップイヤリング（千円） 274,942 87.6

ピアス（千円） 201,849 103.2

その他（千円） 258,518 113.4

計（千円） 880,851 99.2

小計（千円） 1,539,501 103.0

商品（千円） 31,566 100.2

合計（千円） 1,571,068 102.9

　（注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

石福ジュエリーパーツ㈱ 206,771 13.5 178,986 11.4

㈱エーアンドエス － － 168,241 10.7

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．㈱サザビーリーグのアクセサリー部門であるアガット事業部が分社独立し、㈱エーアンドエスとなりまし

　　た。前中間会計期間につきましては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。
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３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社における事業上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。

５【研究開発活動】

　特記事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,000,000

計 13,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年10月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,960,000 3,960,000 ジャスダック証券取引所

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式

計 3,960,000 3,960,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年２月１日～　

平成20年７月31日　
－ 3,960,000 － 602,150 － 509,290
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エスティオ 山梨県甲斐市龍地3049番地 1,987 50.18

深沢　信夫 山梨県甲府市 260 6.57

深沢　栄二 山梨県甲府市 252 6.37

バンク　オブ　ニューヨーク　

ジーシーエム（常任代理人　

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行）

PETERBOROUGH COURT 133 F

LEET STREET

LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM

 （東京都千代田区丸の内2-7-1）

145 3.66

大津　光次郎 東京都渋谷区 55 1.39

日本トラスティ・サービス　

信託銀行株式会社
東京都中央区晴海1-8-11 39 0.98

株式会社さが美 神奈川県横浜市港南区下永谷6-2-11 30 0.76

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル（常任代理

人　ゴールドマン・サックス

証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,

 U.K（東京都港区六本木6-10-1 六本木ヒル

ズ森タワー）

27 0.68

株式会社ナガホリ 東京都台東区上野1-15-3 23 0.58

株式会社山梨中央銀行 山梨県甲府市丸の内1-20-8 22 0.56

計 － 2,840 71.73

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       9,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式   3,936,000 3,936 同上

単元未満株式 普通株式      15,000 － 同上

発行済株式総数 　         3,960,000 － －

総株主の議決権 － 3,936 －

②【自己株式等】

　 平成20年７月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社光彩工芸
山梨県甲斐市竜地

3049番地
9,000 － 9,000 0.23

計 － 9,000 － 9,000 0.23
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２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高（円） 239 180 217 232 234 258

最低（円） 167 152 175 198 214 234

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日まで、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成20年２月１日から平成20年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年２月１日から平成19年７月

31日まで）及び当中間会計期間（平成20年２月１日から平成20年７月31日まで）の中間財務諸表について、優成監査

法人により中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末

(平成19年７月31日)
当中間会計期間末

(平成20年７月31日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 240,083   518,321   276,815   

２．受取手形 　 56,419   73,980   117,475   

３．売掛金 　 428,551   463,545   500,339   

４．たな卸資産 　 1,041,150   645,338   862,397   

５．繰延税金資産 　 3,137   3,277   3,629   

６．その他 　 10,041   21,041   15,691   

　  貸倒引当金 　 △11,866   △5,369   △15,694   

流動資産合計 　  1,767,518 77.1  1,720,135 78.7  1,760,654 78.6

Ⅱ　固定資産 　          

１.有形固定資産 ※１          

（１）建物 ※２ 145,418   135,903   141,528   

（２）機械及び装置 　 68,018   59,634   65,662   

（３）土地 ※２ 155,636   155,636   155,636   

（４）その他 　 32,660   25,051   28,541   

有形固定資産合計 　  401,733 17.5  376,225 17.2  391,368 17.5

２.無形固定資産 　          

（１）ソフトウェア 　 5,786   6,994   7,489   

（２）電話加入権 　 1,723   1,723   1,723   

無形固定資産合計 　  7,510 0.3  8,718 0.4  9,212 0.4

３.投資その他の資産 　          

（１）投資有価証券 　 69,186   25,345   27,061   

（２）破産更生債権等 　 17,604   20,586   19,694   

（３）繰延税金資産 　 16,459   18,562   16,736   

（４）保証金 　 1,160   350   1,160   

（５）保険積立金 　 25,076   31,763   28,419   

（６）その他 　 25,690   24,984   25,357   

     　貸倒引当金 　 △38,654   △41,329   △40,744   

投資その他の資産合
計

　  116,522 5.1  80,262 3.7  77,684 3.5

固定資産合計 　  525,766 22.9  465,206 21.3  478,265 21.4

資産合計 　  2,293,284 100.0  2,185,341 100.0  2,238,919 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年７月31日)
当中間会計期間末

(平成20年７月31日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．支払手形 　 12,254   9,459   18,815   

２．買掛金 　 94,577   85,355   144,348   

３．短期借入金 　 330,000   230,000   230,000   

４．１年以内返済予定長
期借入金

※２ 36,680   31,528   31,104   

５．未払法人税等 　 3,540   15,558   3,318   

６．その他 ※３ 93,781   108,176   87,269   

流動負債合計 　  570,833 24.9  480,077 22.0  514,855 23.0

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 ※２ 65,228   33,700   49,676   

２．退職給付引当金 　 39,300   38,190   35,610   

３．役員退職慰労
引当金

　 13,891   15,791   14,841   

固定負債合計 　  118,419 5.2  87,681 4.0  100,127 4.5

負債合計 　  689,253 30.1  567,759 26.0  614,983 27.5

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１. 資本金 　  602,150 26.2  602,150 27.6  602,150 26.9

２. 資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 509,290   509,290   509,290   

資本剰余金合計 　  509,290 22.2  509,290 23.3  509,290 22.7

３. 利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 36,206   36,206   36,206   

(2）その他利益剰余金 　          

別途積立金 　 520,000   450,000   520,000   

繰越利益剰余金 　 △64,991   21,946   △43,075   

利益剰余金合計 　  491,214 21.4  508,152 23.2  513,130 22.9

４. 自己株式 　  △2,684 △0.1  △3,028 △0.1  △2,684 △0.1

株主資本合計 　  1,599,970 69.7  1,616,564 74.0  1,621,886 72.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１. その他有価証券評価
差額金

　  4,060 0.2  1,017 0.0  2,050 0.1

評価・換算差額等合計 　  4,060 0.2  1,017 0.0  2,050 0.1

純資産合計 　  1,604,031 69.9  1,617,582 74.0  1,623,936 72.5

負債純資産合計 　  2,293,284 100.0  2,185,341 100.0  2,238,919 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,526,728 100.0  1,571,068 100.0  3,361,889 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,360,031 89.1  1,356,925 86.4  2,928,760 87.1

売上総利益 　  166,697 10.9  214,142 13.6  433,128 12.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  227,432 14.9  194,206 12.4  424,293 12.6

営業利益または営
業損失（△）

　  △60,735 △4.0  19,935 1.2  8,834 0.3

Ⅳ　営業外収益 ※１  11,895 0.8  2,366 0.2  15,433 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２  2,950 0.2  2,220 0.1  7,301 0.2

経常利益または経
常損失（△）

　  △51,790 △3.4  20,081 1.3  16,966 0.5

Ⅵ　特別利益 ※３  1,430 0.1  8,097 0.5  2,310 0.0

Ⅶ　特別損失 ※４  18,433 1.2  590 0.0  59,223 1.8

税引前中間純利益
または税引前中間
（当期）純損失
（△）

　  △68,794 △4.5  27,589 1.8  △39,946 △1.2

法人税、住民税及び
事業税

　 2,081   13,601   8,453   

法人税等調整額 　 △1,614 467 0.0 △791 12,809 0.8 △1,054 7,399 0.2

中間純利益または
中間（当期）純損
失（△）

　  △69,261 △4.5  14,779 1.0  △47,345 △1.4
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年２月１日　至平成19年７月31日）　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年１月31日　残高 602,150 509,290 509,290 36,206 485,000 62,979 584,186 △2,684 1,692,941

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当      △23,709 △23,709  △23,709

別途積立金の積立     35,000 △35,000 －  －

中間純損失      △69,261 △69,261  △69,261

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
        －

中間会計期間中の変動額合計 － － － － 35,000 △127,971 △92,971 － △92,971

平成19年７月31日　残高 602,150 509,290 509,290 36,206 520,000 △64,991 491,214 △2,684 1,599,970

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年１月31日　残高 4,051 4,051 1,696,993

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △23,709

別途積立金の積立   －

中間純損失   △69,261

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
9 9 9

中間会計期間中の変動額合計 9 9 △92,962

平成19年７月31日　残高 4,060 4,060 1,604,031

当中間会計期間（自平成20年２月１日　至平成20年７月31日）　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成20年１月31日　残高 602,150 509,290 509,290 36,206 520,000 △43,075 513,130 △2,684 1,621,886

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当      △19,758 △19,758  △19,758

別途積立金の取崩     △70,000 70,000 －  －

中間純利益      14,779 14,779  14,779

自己株式の取得        △343 △343

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
        －

中間会計期間中の変動額合計 － － － － △70,000 65,021 △4,978 △343 △5,321

平成20年７月31日　残高 602,150 509,290 509,290 36,206 450,000 21,946 508,152 △3,028 1,616,564
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成20年１月31日　残高 2,050 2,050 1,623,936

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △19,758

別途積立金の取崩   －

中間純利益   14,779

自己株式の取得   △343

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△1,032 △1,032 △1,032

中間会計期間中の変動額合計 △1,032 △1,032 △6,354

平成20年７月31日　残高 1,017 1,017 1,617,582

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年２月１日　至平成20年１月31日）（単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年１月31日　残高 602,150 509,290 509,290 36,206 485,000 62,979 584,186 △2,684 1,692,941

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △23,709 △23,709  △23,709

別途積立金の積立     35,000 △35,000 －  －

当期純損失      △47,345 △47,345  △47,345

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
        －

事業年度中の変動額合計 － － － － 35,000 △106,055 △71,055 － △71,055

平成20年１月31日　残高 602,150 509,290 509,290 36,206 520,000 △43,075 513,130 △2,684 1,621,886

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年１月31日　残高 4,051 4,051 1,696,993

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △23,709

別途積立金の積立   －

当期純損失   △47,345

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△2,000 △2,000 △2,000

事業年度中の変動額合計 △2,000 △2,000 △73,056

平成20年１月31日　残高 2,050 2,050 1,623,936
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計
算書
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

　    

税引前中間純利益又は税
引前中間(当期）純損失
（△）

　 △68,794 27,589 △39,946

減価償却費 　 15,922 16,883 33,766

退職給付引当金の増減額
（△減少額）

　 △3,520 2,580 △7,210

役員退職慰労引当金の増
減額（△減少額）

　 13,891 950 14,841

貸倒引当金の増減額
（△減少額）

　 16,579 △9,740 22,498

受取利息及び受取配当金 　 △522 △535 △886

固定資産除却損 　 － 590 2,003

支払利息 　 2,950 2,207 6,423

売上債権の増減額
 （△増加額）

　 280,911 80,288 148,068

たな卸資産の増減額
 （△増加額）

　 △58,322 217,059 120,430

仕入債務の増減額
（△減少額）

　 4,933 △68,349 61,264

未払債務の増減額
（△減少額）

　 △9,312 4,702 △15,704

未払消費税等の増減額
（△減少額）

　 △10,802 243 △1,213

破産更生債権等の増減額 
（△増加額）

　 △17,604 △891 △19,694

その他 　 3,099 10,029 32,466

小計 　 169,411 283,607 357,109

利息及び配当金の受取額 　 482 550 770

利息の支払額 　 △3,015 △2,198 △6,394

法人税等の支払額 　 △31,562 △1,013 △40,220

営業活動によるキャッシュ
・フロー

　 135,316 280,945 311,264
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前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計
算書
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

　    

定期預金の預入による支
出

　 △9,066 △9,207 △18,168

有形固定資産の取得によ
る支出

　 △1,098 △886 △13,202

その他 　 △4,093 △3,483 △9,037

投資活動によるキャッシュ
・フロー

　 △14,258 △13,576 △40,408

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

　    

短期借入金の純増減額
（△減少額）

　 △20,000 － △120,000

長期借入金の返済による
支出

　 △33,208 △15,552 △54,336

配当金の支払額 　 △23,493 △19,417 △23,655

その他 　 － △343 －

財務活動によるキャッシュ
・フロー

　 △76,701 △35,312 △197,991

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換
算差額

　 － 242 △878

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
（△減少額）

　 44,356 232,298 71,986

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 　 89,793 161,779 89,793

Ⅶ　現金及び現金同等物中間期末
（期末）残高

※ 134,149 394,078 161,779
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項　　目
前中間会計期間

（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間期末日の市場価格等に

基づく時価法によっており

ます。なお、評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

よっております。

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同　　　　左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。

なお、評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法によってお

ります。

　 時価のないもの

移動平均法による原価法に

よっております。

時価のないもの

同　　　　左

時価のないもの

同　　　　左

　 (2）たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

同　　　　左

(2）たな卸資産

同　　　　左

　 製品

総平均法による原価法

　 　

　 原材料

地金

後入先出法による低価法

　 　

　 その他

移動平均法による原価法

　 　

　 仕掛品

総平均法による原価法

　 　

　 貯蔵品

最終仕入原価法

　 　

２．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

有形固定資産

同　　　　左

有形固定資産

同　　　　左

　 建物　　　　　　８～38年

機械及び装置　　　　11年

　 　

　 無形固定資産

定額法

なお、ソフトウェア（自社使用）

については、社内における見込利

用可能期間（５年）による定額

法

無形固定資産

同　　　　左

無形固定資産

同　　　　左

　 長期前払費用

均等額償却

長期前払費用

同　　　　左

長期前払費用

同　　　　左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同　　　　左

(1）貸倒引当金

同　　　　左
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項　　目
前中間会計期間

（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

　 (2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、自己都合による退職金中間

期末要支給額を計上しており

ます。

(2）退職給付引当金

同　　　　左

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、自己都合による退職金期末

要支給額を計上しております。

　 (3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を

計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同　　　　左

(3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上

しております。

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同　　　　左 同　　　　左

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金

の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ケ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同　　　　左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ケ月以

内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

方法

税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理

方法

同　　　　左

消費税及び地方消費税の会計処理

方法

同　　　　左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 (有形固定資産の減価償却方法）

　平成19年度の法人税法の改正に伴い

当中間会計期間より、平成19年4月1日

以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく方法に

より減価償却費を計上しております。

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

 ──────   (有形固定資産の減価償却方法）

 平成19年度の法人税法の改正に伴い

当事業年度より、平成19年4月1日以降

に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく方法により

減価償却費を計上しております。

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

 (役員退職慰労引当金に関する会計処

理）

　役員退職慰労金は、従来支出時の費用

として計上しておりましたが、当中間

会計期間から内規に基づき中間会計期

間末要支給額を役員退職慰労引当金と

して計上する方法に変更することとい

たしました。

　この変更は、近年役員退職慰労引当金

の計上が会計慣行として定着してきた

ことを踏まえ、当社においても将来の

支出時における一時的負担の増大を避

け、役員退職慰労金を役員の在任期間

にわたり費用配分することが期間損益

の適正化及び財務体質の健全化に資す

ると判断したこと、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号）

の適用により、役員に係る報酬等につ

いて引当金計上を含めた費用処理が必

要と考えられること、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」（監査・保

証実務委員会報告第42号）が公表され

たことに伴うものであります。

この変更に伴い、当期発生額908千円は

販売費及び一般管理費に、過年度分相

当額18,433千円は特別損失に計上して

おります。この結果、従来の会計処理方

法に比べ、営業損失および経常損失は

908千円増加し、税引前中間純損失は

19,341千円増加しております。　

 ──────  (役員退職慰労引当金に関する会計処

理）

 役員退職慰労金は、従来支出時の費用

として計上しておりましたが、当事業

年度から内規に基づき期末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上する方

法に変更することといたしました。

　この変更は、近年役員退職慰労引当金

の計上が会計慣行として定着してきた

ことを踏まえ、当社においても将来の

支出時における一時的負担の増大を避

け、役員退職慰労金を役員の在任期間

にわたり費用配分することが期間損益

の適正化及び財務体質の健全化に資す

ると判断したこと、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号）

の適用により、役員に係る報酬等につ

いて引当金計上を含めた費用処理が必

要と考えられること、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」（監査・保

証実務委員会報告第42号）が公表され

たことに伴うものであります。

　この変更に伴い、当期発生額1,858千

円は販売費及び一般管理費に、過年度

分相当額18,433千円は特別損失に計上

しております。この結果、従来の会計処

理方法に比べ、営業利益および経常利

益は1,858千円減少し、税引前当期純損

失は20,291千円増加しております。　
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 ──────  (有形固定資産の減価償却方法）

　当中間会計期間より、法人税法の改正

に伴い、平成19年3月31日以前に取得し

た有形固定資産のうち償却限度額まで

償却が完了しているものについては、残

存簿価を5年間で均等償却しておりま

す。

　この結果、従来の方法に比べ、当中間会

計期間の減価償却費は3,063千円増加

し、営業利益、経常利益、及び税引前中間

純利益がそれぞれ減少しております。

 ────── 
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年７月31日）

当中間会計期間末
（平成20年７月31日）

前事業年度末
（平成20年１月31日）

※１．有形固定資産減価償却累計額

（千円）

1,188,482

※１．有形固定資産減価償却累計額

（千円）

1,179,255

※１．有形固定資産減価償却累計額

（千円）

1,172,109

※２．担保に供している資産

(1)担保資産

※２．担保に供している資産

(1)担保資産

※２．担保に供している資産

(1)担保資産

　 （千円）

建物 36,966

土地 83,593

計 120,559

　 （千円）

建物 34,304

土地 83,593

計 117,898

　 （千円）

建物 35,585

土地 83,593

計 119,179

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務

　 （千円）

１年以内返済予定　

長期借入金
16,280

長期借入金 11,128

計 27,408

　 （千円）

１年以内返済予定　

長期借入金
11,128

長期借入金 －

計 11,128

　 （千円）

１年以内返済予定　

長期借入金
10,704

長期借入金 5,776

計 16,480

※３．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しており

ます。

※３．消費税等の取扱い

同　　　　左

※３　　　　　─────

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１．営業外収益の主要科目 ※１．営業外収益の主要科目 ※１．営業外収益の主要科目

　 （千円）

受取利息 137

受取助成金 2,783

受取地代家賃 922

作業屑等売却収入 5,950

　 （千円）

受取利息 261

受取地代家賃 917

為替差益 242

　 （千円）

受取利息 357

受取助成金 4,649

受取地代家賃 1,840

作業屑等売却収入 5,980

※２．営業外費用の主要科目 ※２．営業外費用の主要科目 ※２．営業外費用の主要科目

　 （千円）

支払利息 2,950

　 （千円）

支払利息 2,207

　 （千円）

支払利息 6,423

※３．特別利益の主要科目 ※３．特別利益の主要科目 ※３．特別利益の主要科目

　 （千円）

退職給付引当金

戻入益
1,430

　 （千円）

貸倒引当金戻入益 8,097

　 （千円）

退職給付引当金

戻入益
2,310

※４．特別損失の主要科目 ※４．特別損失の主要科目 ※４．特別損失の主要科目　

　 （千円）

過年度役員退職慰労

引当金繰入額 
18,433

　 （千円）

固定資産除却損 590

　 （千円） 

固定資産除却損  2,003

投資有価証券評価損 38,786

過年度役員退職慰労

引当金繰入額 
18,433

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

　 （千円）

有形固定資産 14,766

無形固定資産 1,156

　 （千円）

有形固定資産 15,438

無形固定資産 1,444

　 （千円）

有形固定資産 31,373

無形固定資産 2,393
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（中間株主資本等変動計算書関係）

   　前中間会計期間（自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末

 株式数（株） 

当中間会計期間

　増加株式数(株）

  当中間会計期間

  減少株式数(株）

 当中間会計期間末

 株式数（株） 

 発行済株式     

 　普通株式 3,960,000 － － 3,960,000

 　合　　計 3,960,000 － － 3,960,000

 自己株式     

 　普通株式 8,392 － － 8,392

 　合　　計 8,392 － － 8,392

 ２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　 該当事項はありません。

 ３.配当に関する事項

 　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たりの

配当額（円）
基準日 効力発生日

 平成19年４月25日

　 定時株主総会
 普通株式  23,709  　６  平成19年１月31日  平成19年４月26日

　

 　（2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

 　　　 該当事項はありません。

   　当中間会計期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末

 株式数（株） 

当中間会計期間

　増加株式数(株）

  当中間会計期間

  減少株式数(株）

 当中間会計期間末

 株式数（株） 

 発行済株式     

 　普通株式 3,960,000 － － 3,960,000

 　合　　計 3,960,000 － － 3,960,000

 自己株式     

 　普通株式（注） 8,392 1,591 － 9,983

 　合　　計 8,392 1,591 － 9,983

 (注）普通株式の自己株式の増加1,591株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 ２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　 該当事項はありません。

 ３.配当に関する事項

 　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たりの

配当額（円）
基準日 効力発生日

 平成20年４月25日

　 定時株主総会
 普通株式  　19,758  　５  平成20年１月31日  平成20年４月28日

　

 　（2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

 　　　 該当事項はありません。

   　前事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末

 株式数（株） 

当事業年度

　増加株式数(株）

  当事業年度

  減少株式数(株）

 当事業年度末

 株式数（株） 

 発行済株式     
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前事業年度末

 株式数（株） 

当事業年度

　増加株式数(株）

  当事業年度

  減少株式数(株）

 当事業年度末

 株式数（株） 

 　普通株式 3,960,000 － － 3,960,000

 　合　　計 3,960,000 － － 3,960,000

 自己株式     

 　普通株式 8,392 － － 8,392

 　合　　計 8,392 － － 8,392

 ２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　 該当事項はありません。

 ３.配当に関する事項

 　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たりの

配当額（円）
基準日 効力発生日

 平成19年４月25日

　 定時株主総会
 普通株式  23,709 ６  平成19年１月31日  平成19年４月26日

　

 　（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月25日

定時株主総会
普通株式  19,758  利益剰余金  　５ 平成20年１月31日 平成20年４月28日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係

（平成19年７月31日現在） （平成20年７月31日現在） （平成20年１月31日現在）

現金及び預金勘定  240,083千円

預入期間が３ケ月を

超える定期預金
 △105,933千円

現金及び現金同等物 134,149千円

現金及び預金勘定 518,321千円

預入期間が３ケ月を

超える定期預金
 △124,243千円

現金及び現金同等物 394,078千円

現金及び預金勘定    276,815千円

預入期間が３ケ月を

超える定期預金
 △115,035千円

現金及び現金同等物    161,779千円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

　

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

中間期末
残高相当
額

(千円)

工具、器具
及び備品

6,877 114 6,762

合計 6,877 114 6,762

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

中間期末
残高相当
額

(千円)

工具、器具
及び備品

6,877 1,489 5,387

合計 6,877 1,489 5,387

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

期末残高
相当額

(千円)

工具、器具
及び備品

6,877 802 6,074

合計 6,877 802 6,074

   

２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料期末残高

相当額

 １年内 1,337千円

 １年超 5,428千円

合計 6,766千円

 １年内 1,357千円

 １年超 4,071千円

合計 5,428千円

 １年内 1,347千円

 １年超 4,752千円

合計 6,099千円

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 118千円

減価償却費相当額 114千円

支払利息相当額 8千円 

支払リース料 742千円

減価償却費相当額 687千円

支払利息相当額 41千円 

支払リース料 831千円

減価償却費相当額 802千円

支払利息相当額 54千円 

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

　

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

　

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

同　　　　左 同　　　　左
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（有価証券関係）

（前中間会計期間）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

前中間会計期間末（平成19年７月31日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 13,310 20,056 6,745

合計 13,310 20,056 6,745

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
前中間会計期間末（平成19年７月31日）

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 49,129

（当中間会計期間）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

当中間会計期間末（平成20年７月31日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 9,421 11,112 1,691

合計 9,421 11,112 1,691

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
当中間会計期間末（平成20年７月31日）

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 14,232

（前事業年度）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

前事業年度（平成20年１月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

株式 9,421 12,828 3,406

合計 9,421 12,828 3,406

　　　（注）当事業年度において一部減損処理を行ない、減損処理後の帳簿価格を取得原価に計上しております。　　

 　　　　　 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

　　　　　　理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

　　　　　　理を行っております。

 　　　　　 当事業年度の減損処理額は次の通りであります。

 　　　　　 株式　　 3,889千円

２．時価評価されていない主な有価証券の内容
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前事業年度（平成20年１月31日）

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 14,232

　　　（注）当事業年度において一部減損処理を行なっております。　　

 　　　　　 当事業年度の減損処理額は次の通りであります。

 　　　　　 株式　　 34,896千円

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 (企業結合等）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり純資産額 　405.92円

１株当たり中間純損失   17.53円

１株当たり純資産額 409.51円

１株当たり中間純利益  3.74円

１株当たり純資産額 410.96円

１株当たり当期純損失 11.98円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　 　 　

　（注）　１株当たり中間（当期）純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

（自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

前事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

中間純利益または中間（当期）純損失

（△）（千円）
△69,261 14,779 △47,345

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純利益または中間

（当期）純損失（△）（千円）
△69,261 14,779 △47,345

期中平均株式数（株） 3,951,608 3,951,125 3,951,608
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第41期）（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）平成20年４月25日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年10月25日

株式会社光彩工芸  

 取締役会　御中    

 優成監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　善孝　　印

 業務執行社員  公認会計士 本間　洋一　　印

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社光彩工芸の平成１９年２月１日から平成２０年１月３１日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平

成１９年２月１日から平成１９年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社光彩工芸の平成１９年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年２

月１日から平成１９年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

 追記情報

　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金について、従来、

支出時の費用として処理していたが、当中間会計期間から内規に基づく中間会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金と

して計上する方法に変更している。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提

 　　 　出会社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年10月21日

株式会社光彩工芸  

 取締役会　御中    

 優成監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　善孝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 本間　洋一　　印

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社光彩工芸の平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平

成２０年２月１日から平成２０年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社光彩工芸の平成２０年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２０年２

月１日から平成２０年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提

 　　 　出会社が別途保管しております。
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